
●
延
滞
金
や
公
売
な
ど
に
つ
い
て
詳
し
く
は
、
市
役
所
税
務
課
収
納
整
理
係（
☎
・
内
線
１
２
５
１
〜
１
２
５
５
）ま
で

■ 

市
税
は
ま
ち
づ
く
り
の
貴
重
な
財
源
　

　
市
税
は
、市
民
の
皆
さ
ん
が
安
心
し
て
、

健
康
に
暮
ら
せ
る
ま
ち
を
築
く
た
め
の
重

要
な
財
源
で
す
。
納
め
て
い
た
だ
い
た
市

税
は
、
福
祉
や
教
育
、
道
路
整
備
な
ど
の

た
め
に
使
わ
れ
て
い
ま
す
。

　
納
税
は
、
国
民
の
義
務
で
あ
り
、
納
期

内
の
自
主
納
付
が
原
則
で
す
。
市
民
の
多

く
の
皆
さ
ん
か
ら
は
、
期
限
ま
で
に
市
税

を
納
め
て
い
た
だ
い
て
い
ま
す
。

　
し
か
し
、
納
期
ま
で
に
納
め
て
い
た
だ

け
な
い
場
合
も
あ
り
、
そ
の
際
は
、
市
か

ら
督
促
状
の
発
送
な
ど
を
行
い
ま
す
。
こ

の
業
務
に
は
、
多
額
の
経
費
を
要
し
、
そ

の
経
費
も
市
税
で
負
担
し
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。

■ 

納
め
な
い
と
延
滞
金
が
掛
か
り
ま
す

　
市
税
な
ど
を
定
め
ら
れ
た
納
期
内
に
納

め
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
を
「
滞
納
」

と
い
い
ま
す
。
滞
納
し
た
場
合
、
延
滞
金

が
掛
か
り
ま
す
。

　
延
滞
金
は
、
地
方
税
法
で
『
徴
収
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
』
と
定
め
ら
れ
て

い
ま
す
。
年
率
14
・
６
％
（
平
成
26
年
１

月
１
日
か
ら
９
・
３
％
の
予
定
）
で
、
納

期
限
の
翌
日
か
ら
納
め
る
日
ま
で
の
期
間

の
日
数
に
応
じ
て
計
算
さ
れ
ま
す
。
期
限

内
納
付
に
努
め
ま
し
ょ
う
。

■ 

公
平
を
保
つ
た
め
滞
納
処
分
を
実
施

　
納
期
ま
で
に
市
税
な
ど
の
納
付
が
確
認

で
き
な
い
方
に
対
し
て
は
、
督
促
状
を
送

付
し
、
催
告
書
、
訪
問
な
ど
に
よ
り
、
自

主
的
な
納
付
を
お
願
い
し
て
い
ま
す
。

　
し
か
し
、
再
三
の
催
告
に
も
応
じ
ず
、

納
付
相
談
の
連
絡
も
な
い
な
ど
、
納
税
に

誠
意
の
見
ら
れ
な
い
人
が
い
ま
す
。
こ
う

い
っ
た
場
合
は
、
滞
納
し
て
い
る
人
の
資

産
や
収
入
の
調
査
を
行
い
、
差
し
押
さ
え

を
行
う
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
市
に
は
、
裁

判
所
の
許
可
な
し
に
差
し
押
さ
え
る
権
限

が
与
え
ら
れ
て
い
て
、
滞
納
者
本
人
が
不

在
で
も
行
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
差
し
押
さ
え
た
後
も
納
付
い
た
だ
け
な

い
場
合
、
き
ち
ん
と
納
付
さ
れ
て
い
る
方

と
の
公
平
性
を
保
ち
、
大
切
な
市
税
を
確

保
す
る
た
め
に
、
差
し
押
さ
え
た
財
産
な

ど
の
公
売
を
行
い
ま
す
。

　「
滞
納
処
分
ま
で
の
流
れ
」
は
、
下
の

表
１
の
と
お
り
で
す
。

　
市
は
、
市
税
な
ど
の
納
期
限
が
過
ぎ
て

も
納
付
が
確
認
で
き
な
い
方
に
対
し
て
、

電
話
で
納
付
を
呼
び
か
け
る
「
八
幡
平
市

税
等
納
付
案
内
セ
ン
タ
ー
」
を
25
年
６
月

１
日
か
ら
開
設
し
ま
す
。

　
こ
の
設
置
は
、
納
め
忘
れ
な
ど
に
よ
り

新
た
な
滞
納
の
発
生
を
防
止
す
る
、
納
付

の
勧
奨
や
納
税
相
談
案
内
な
ど
を
行
う
こ

と
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。

■
案
内
の
対
象
と
な
る
税
金
な
ど

市
県
民
税
、
固
定
資
産
税
、
軽
自
動
車
税
、

国
民
健
康
保
険
税
、
法
人
市
民
税
、
入
湯

税
、
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
、
保
育
料
、

市
営
住
宅
使
用
料
、
上
下
水
道
料
金
、
学

校
給
食
費

■
実
施
時
間

▼
月
曜
か
ら
金
曜
日
、
午
前
10
時
15
分
か

ら
午
後
７
時
ま
で

▼
毎
月
２
回
、
土
・
日
曜
日
、
午
前
８
時

半
か
ら
午
後
５
時
15
分
ま
で（
年
末
年
始
、

祝
日
を
除
く
）

不
審
な
電
話
に
は
ご
注
意
を

　「
八
幡
平
市
税
等
納
付
案
内
セ
ン
タ
ー
」

は
、
市
税
な
ど
の
納
期
が
過
ぎ
て
い
る
こ

と
を
お
知
ら
せ
し
、
早
期
納
付
の
お
願
い

を
行
う
も
の
で
、
こ
ち
ら
か
ら
口
座
を
指

定
し
て
、
振
り
込
み
を
指
示
す
る
よ
う
な

案
内
は
し
ま
せ
ん
。

　
も
し
、
不
審
と
思
わ
れ
る
電
話
が
あ
り

ま
し
た
ら
、
市
役
所
税
務
課
へ
お
問
い
合

せ
く
だ
さ
い
。

▼
問
い
合
わ
せ
先

　
市
役
所
税
務
課
収
納
整
理
係
（
☎
・
内

線
１
２
５
１
、１
２
５
２
）
ま
で
。

　現行の記帳・帳簿などの保存制度では、白
色申告者のうち、事業所得などの合計金額が
300万円以下の方は、記帳・帳簿の義務はあ
りません。しかし、平成26年１月から対象者
が拡大されます。
　これにより、白色申告で今まで記帳義務の
なかった人も、記帳が義務化されます。
■対象者
　事業所得（農業・製造業・卸売業・小売
業・サービス業その他の事業）、不動産所得、
または山林所得を生ずべき業務を行う人
※所得税の申告の必要がない人も、対象とな
ります。
■記帳する内容
　売り上げなどの収入金額、仕入れやその他
の必要経費に関する事項を記載
　記帳については、日々の合計金額のみをま
とめて記載するなど、簡易な方法で記載して

も構いません。
■帳簿などの保存
　収入金額や必要経費を記載した帳簿書類の
ほか、請求書・領収書などの書類を保存する
必要があります。

　帳簿書類の保存期間
保存が必要なもの 保存年限

帳
簿

収入金額や必要経費を記載すべき
帳簿 ７年

業務に関して作成した上記以外の
帳簿 ５年

書
類

決算に関して作成した棚卸表、そ
の他の書類

５年業務に関して作成、または受領し
た請求書、納品書、送り状、領収
書などの書類

平成26年１月から

白色申告者の人も記帳が義務化されます

 

納
め
忘
れ
は
あ
り
ま
せ
ん
か
？

　
６
月
か
ら
市
税
等
納
付
案
内
セ
ン
タ
ー
を
開
設

■ 

公
売
を
行
っ
て
市
税
に
充
当
し
ま
す

　
公
売
と
は
、
滞
納
者
か
ら
差
し
押
さ
え

た
財
産
を
売
却
す
る
こ
と
で
す
。
そ
の
売

却
代
金
は
、
滞
納
し
て
い
る
税
金
に
充
当

し
ま
す
。

　
市
が
24
年
度
に
実
施
し
た
公
売
は
、
動

産
6
件
、
不
動
産
2
件
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

公
売
11
件
で
、
売
却
代
金
の
約
4
8
2
万

円
を
市
税
な
ど
に
充
当
し
ま
し
た
。

■ 

納
付
困
難
な
場
合
は
相
談
く
だ
さ
い

　
病
気
や
失
業
、
生
活
が
苦
し
い
な
ど
、

や
む
を
得
な
い
事
情
に
よ
り
期
限
内
に
納

め
ら
れ
な
い
場
合
は
、
事
前
に
ご
相
談
く

だ
さ
い
。
完
納
に
向
け
た
納
付
計
画
な
ど

の
納
税
相
談
を
行
い
ま
す
。

口座振替を利用すると納め忘れがなくなります
　市税の納付には、納め忘れのない口座振替をお勧めし
ています。口座振替を利用すると、指定した口座から、
各納期の末日に振替納付することができます。
◆申し込み方法＝利用する金融機関・ゆうちょ銀行（郵
便局）の窓口に納入通知書・預貯金通帳・通帳印を持参
し、申し込んでください。
※　市内の金融機関には、口座振替依頼書を備え付けて
います。市外の金融機関をご利用する場合は、税務課
へお問い合わせください。

表1　滞納処分までの流れ
❶督促状送付＝納期限までに完納しない場
合、納期限後20日以内に発送
❷滞納処分＝督促状の発行日から10日経過
しても完納しない場合は、財産の差し押
さえなどを行い、強制的に徴収できます。

※　滞納処分の対象となる主な財産＝給与・
賞与、預貯金、売掛金、生命保険、経営所
得安定対策交付金、動産（貴金属・自動車・
テレビ・美術品など）、不動産など

税  
は
期
限
内
に
納
付
し
よ
う

滞納処分となった財産を
入札で公売（24年９月28日）

電話で納付のご案内をします（写真はイメージです）

　記帳制度の詳細は、国税庁ホームページ
（http://www.nta.go.jp）、または盛岡税務
署（☎019-622-6141）にお問い合わせください。
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